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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第68期

第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 56,987 65,318 110,550

経常利益 (百万円) 3,476 2,856 8,403

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,542 1,258 5,301

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,715 7,310 11,152

純資産額 (百万円) 52,245 68,937 61,883

総資産額 (百万円) 88,916 120,090 111,170

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 76.61 62.48 263.28

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 76.25 62.04 261.81

自己資本比率 (％) 49.3 48.0 46.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,717 4,287 6,168

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,834 △8,922 △14,944

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,471 △2,430 17,634

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 14,307 18,898 25,193

　

回次
第68期

第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日
至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 49.44 37.77

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）にて営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

　なお、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等は、次のとおりでありま

す。

(技術援助契約）
契約
会社名

相手方の名称
相手方
の国籍

契約の内容 契約締結日 契約期間 対価

㈱ヨロズ
JBM AUTO LIMITED
　　　　　 (JBM)

印度

ホンダのブリオ
（TG2/T6E/T4Z）のリアビー
ム・サブフレーム・ロアー
アームの設計・開発及び生
産設備の製作をヨロズが行
い、JBMが部品を製造。JBM
には非独占的ライセンスを
付与し、ヨロズより技術者
派遣による技術指導を行
う。

平成25年
７月22日

平成24年９月１
日～７年間

技術指導料、ラン
ニング・ロイヤル
ティ（製品１個当
りの定額）JBMが当
社に支払う。

㈱ヨロズ
JBM AUTO LIMITED
　　　　　 (JBM)
　

印度

ホンダのジャズ・シティ
（2WF/2CF）のサブフレー
ム・ロアーアームの設計・
開発及び生産設備の製作を
ヨロズが行い、JBMが部品を
製造。JBMには非独占的ライ
センスを付与し、ヨロズよ
り技術者派遣による技術指
導を行う。

平成25年
7月22日

平成25年７月22
日～７年間

技術指導料、イニ
シャル・ロイヤル
ティ（固定額）及
びランニング・ロ
イヤルティ（製品
１個当りの定額）
をJBMが当社に支払
う。

　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結
子会社）が判断したものであります。

　(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、緩やかな回復傾向にあるものの、欧州債務危機の長
期化、中国やインドなどの新興国経済の成長鈍化などにより、依然として不透明な状況が続きました。

　一方、日本におきましては、消費者マインドの改善に加え雇用・所得環境に持ち直しの動きがみら
れ、公共投資による復興需要や緊急経済対策の効果など、明るい兆しが見えてきました。

　当社グループが関連する自動車業界におきましては、国内市場では前年度下期のエコカー補助金打切
りの影響が続いており、好調な軽自動車の販売増はあったものの、全体では前年同期に比べ微減となり
ました。海外市場においては、インドでの国内販売及び欧州向け輸出の低迷はありましたが、中国では
日系メーカー生産台数が回復傾向となり、また北米では増産傾向が継続しております。　

　このような状況下におきまして、当社グループの売上高は、円高是正による増加効果もあり前年同期
比14.6%増の65,318百万円となりました。

　利益面では、「最大の効率と徹底したミニマムコスト」をポリシーとし、全社を挙げて原価低減活動
を継続しておりますが、前期に引き続き新拠点の操業開始コストや既存拠点の新車立上げ費用の発生、
労務費増加等の要因により、営業利益は前年同期比31.8%減の2,663百万円、経常利益は前年同期比
17.8%減の2,856百万円、四半期純利益は前年同期比18.4%減の1,258百万円となりました。

　

セグメントの状況は、以下のとおりであります。

①日本

主要得意先であります日産向けの売上が減少したことなどにより、売上高は前年同期比10.5％減の
22,626百万円となりましたが、ロイヤルティ収入の増加等により、セグメント利益は前年同期比30.9％
増の2,431百万円となりました。　
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②米州

米国での売上増加の他、円高是正による増加効果により、売上高は前年同期比32.7％増の25,635百万
円となりましたが、米国での利益水準の低迷に加え、メキシコ及びブラジルの新拠点立上げ費用の発生
等により、セグメント利益は前年同期比77.1％減の186百万円にとどまりました。　

　

③アジア

得意先の生産拡大による売上増加の他、円高是正による増加効果により、売上高は前年同期比27.0％
増の23,126百万円となりましたが、タイでの中国からの生産補完に伴う物流費や新拠点立上げ費用の発
生、中国での新車立上げ費用の発生などにより、セグメント利益は前年同期比56.3％減の590百万円に
とどまりました。

　

　

  (2)　財政状態の分析

（資産の部）

流動資産は、前連結会計年度末と比べ889百万円減少の57,750百万円となりました。これは、「現
金及び預金」が6,294百万円減少、「受取手形及び売掛金」が4,334百万円増加したことなどによりま
す。

　固定資産は、前連結会計年度末と比べ9,809百万円増加の62,339百万円となりました。これは、
「有形固定資産」の「機械装置及び運搬具」が4,106百万円増加、「その他」に含まれる建物が2,495
百万円増加したことなどによります。

　この結果、総資産は前連結会計年度末と比べ8,919百万円増加の120,090百万円となりました。

（負債の部）

流動負債は、前連結会計年度末と比べて2,443百万円増加の27,034百万円となりました。これは、
「電子記録債務」が1,871百万円増加、「支払手形及び買掛金」が1,209百万円増加したことなどによ
ります。

　固定負債は、前連結会計年度末と比べ577百万円減少の24,119百万円となりました。これは、「長
期借入金」が928百万円減少したことなどによります。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末と比べ1,866百万円増加の51,153百万円となりました。

（純資産の部）

純資産合計は、前連結会計年度末と比べ7,053百万円増加の68,937百万円となりました。これは、
「利益剰余金」が1,057百万円増加、「その他の包括利益累計額」のうち「為替換算調整勘定」が
4,070百万円増加したことなどによります。
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　(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前第２四半期連結
累計期間末に比べ 4,591百万円増加し、18,898百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ
ります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の営業活動により増加した資金は4,287百万円であり、前第２四半期連
結累計期間末に比べ2,570百万円（149.7％）の収入増加となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローの前年同期比における主な増減は次のとおりであります。

　　「たな卸資産の増減額」に伴う収入減少　　　       　 1,438百万円

　　「仕入債務の増減額」に伴う収入増加　　　       　　 2,489百万円

    「売上債権の増減額」に伴う収入増加　　　       　 　1,273百万円

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の投資活動により減少した資金は8,922百万円であり、前第２四半期連
結累計期間末に比べ2,088百万円（30.6％）の支出増加となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローの前年同期比における主な増減は次のとおりであります。

　  「有形固定資産の取得による支出」の支出増加　　　　　2,524百万円

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の財務活動により減少した資金は2,430百万円であり、前第２四半期連
結累計期間末に比べ6,901百万円の収入減少となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローの前年同期比における主な増減は次のとおりであります。

　  「長期借入れによる収入」の収入減少　　  　　　  　　5,590百万円

    「長期借入金の返済による支出」の支出増加　　　　　　  738百万円

    「リース債務の返済による支出」の支出増加　　　　　　1,022百万円

　

　(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありま
せん。
なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

① 基本方針

上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式

に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものでは

なく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、様々なステークホルダーとの信

頼関係を維持し、当社の企業価値及び株主共同利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければな

らないと考えております。したがって、企業価値及び株主共同利益を毀損するおそれのある不適切な

大規模買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として不適当であると考えております。  

　

② 基本方針の実現に資する取組み

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して投資していただくため、企業価値及び株主共同

利益を向上させるための取組みとして、次の施策を実施しております。  

  a.中期経営計画に基づく取組み

当社グループは「小粒な会社でもグローバル規模のエクセレントカンパニー」という中期ビジョ

ンを掲げ、世界中のお客さまに機能・価格・納期共に満足して頂ける最高の品質を提供し、競争力

ある提案型企業として信頼される企業グループの確立を目指す活動を、積極的に進めております。

　中期的な経営戦略につきましては、「ヨロズサクセスプラン」を策定し、「競争力あるヨロズグ

ループへの変革」を掲げて経営改革を進めているところであり、「生産革命」と「マネジメント革

命」を経営改革の２本柱と位置づけ更に活動を促進しております。

　現在は、「最大の効率と徹底したミニマムコスト」を実現すべく収益の改善に注力しておりま

す。  
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  b.コーポレートガバナンスの取組み

当社グループは、高い倫理観と遵法精神により、公正で透明な企業活動を推進することを、経営

の基本としております。

　取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項の決定を行う

と共に、取締役及び執行役員の業務執行状況を監督する機関として位置づけております。また、経

営執行の責任と権限の明確化を図るため執行役員制度を導入しており、毎月の執行役員会開催によ

り、経営環境の急激な変化に対応できる体制を敷いております。更に、事業の国際化に伴いYGHO

（Yorozu Global Headquarters Organization）を設置し、当社グループ全体を機能別に統括する

ことにより、グループ全体の最適効率を図っております。その他、内部牽制及び監視機能を行うた

めに内部監査室を設置すると共に、企業の社会的責任を果たし、ステークホルダーの満足度を高

め、企業価値の増大を目指すために、ＣＳＲ推進室を設けております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み

前記の基本方針に記載のとおり、当社株式の大規模買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には

株主の皆様の判断に委ねられるべきものでありますが、株主の皆様が適切な判断を行うことができる

ようにするためには十分な情報が提供される必要があると考えています。

  そこで大規模買付行為に対するルールとして当社株式の大規模買付者に対して、＜a＞買付行為の

前に、当社取締役会に対して十分な情報提供をすること、＜b＞その後、当社取締役会がその買付行

為を評価し、交渉・評価意見・代替案の提示できる期間を設けることを要請するルールを策定いたし

ました。このルールが順守されない場合は、株主の皆様の利益を保護する目的で対抗措置を講じるべ

きであると考えます。

　そのため当社は、「当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針」 (以下「現対応方針」といい

ます。) を導入いたしました。

 当社は、現対応方針を「当社株式等の大規模買付行為への対応方針(買収防衛策)に関するお知ら

せ」として公表しております。（インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.yorozu-

corp.co.jp）に掲載しております。）
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④ 現対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同利益を損なうものではない

こと、会社役員の地位の維持を目的とするものでないこと及びその理由

  a.現対応方針が基本方針に沿うものであること

現対応方針は、大規模買付ルールの設定、大規模買付ルールが順守されなかった場合の対抗措

置、株主・投資家に与える影響等、現対応方針の有効期限、継続及び廃止を規定するものです。

　現対応方針は、大規模買付者が大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事

前に提供すること及び当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後のみ当該大規模買付行為

を開始することを求め、これを順守しない大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じる

ことがあることを明記しています。

　このように現対応方針は、会社支配に関する基本方針の考え方に沿って設計されたものであると

いえます。  

  b.現対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものではないこと

現対応方針は、当社株式等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応ずるべきか否かを株

主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、

株主の皆様のために大規模買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。このよう

に現対応方針は、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するものであ

ると考えます。  

  c.現対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

現対応方針は、大規模買付行為が大規模買付ルールを順守していない場合など、予め定められた

合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ対抗措置が発動されないように設定されており、

当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

  以上から、当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えておりま

す。

　
　(5)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、819百万円でありま
す。なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ
りません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年9月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,455,636 同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は、100株で
あります。

計 21,455,636 同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年９月30日 ― 21,455,636 ― 3,472 ― 4,160
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(6) 【大株主の状況】

　　平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１１ 1,901 8.86

株式会社志藤ホールディングス 神奈川県横浜市鶴見区 883 4.12

タイヨーパールファンドエルピー
（常任代理人 シティバンク銀行株式会社）

C/0 WALKERS SPV LIMITED, WALKER HOUSE,
87 MARY ST. GEORGE TOWN, GRAND CAYMAN
KY1-9002, CAYMAN ISLANDS
（東京都品川区東品川２－３－１４）

846 3.94

JFEスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２－２－３ 843 3.93

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 842 3.93

株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－
１

842 3.93

スズキ株式会社 静岡県浜松市南区高塚町３００ 800 3.73

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 682 3.18

株式会社C&I Holdings 東京都港区南青山３－８－３７ 641 2.99

ビービーエイチ フィデリティ ピューリタン
フィデリティ シリーズ イントリンシック
オポチュニティズ ファンド
（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行）

82 DEVONSHIRE ST BOSTON
MASSACHUSETTS　
（東京都千代田区丸の内２-７-１）

625 2.91

計 ― 8,908 41.52

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は、次のとおりであります。

　　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　 1,901千株

   　２　上記のほか当社所有の自己株式1,299千株（6.06％）があります。

 ３　野村證券株式会社及び共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、NOMURA SECURITIES

INTERNATIONAL,Inc.及び野村アセットマネジメント株式会社から平成25年10月７日付で提出された大量保有報告

書(変更報告書)により、平成25年９月30日現在で1,264千株(5.89%)を保有している旨の報告を受けていますが、

当第２四半期末の実質所有状況の確認ができませんので、上記大株主の状況には記載していません。なお、当該

報告書の内容は以下の通りであります。

氏名又は名称 住所
  保有株券等の

数(千株)
 株券等保有割合

(％)

 野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 25 0.12

 NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United
Kingdom

356 1.66

 NOMURA SECURITIES
 INTERNATIONAL,Inc.

Worldwide Plaza 309 West 49th Street New
York, New York 10019-7316

0 0.00

 野村アセットマネジメント
 株式会社

東京都中央区日本橋１－１２－１ 883 4.12

計 ― 1,264 5.89
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
1,299,900

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,152,100
201,521 ―

単元未満株式
普通株式

3,636
― ―

発行済株式総数 21,455,636 ― ―

総株主の議決権 ― 201,521 ―

(注) 1「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含ま

れております。

2「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヨロズ

神奈川県横浜市港北区
樽町3-7-60

1,299,900 ― 1,299,900 6.06

計 ― 1,299,900 ―　　　　　　　　　 1,299,900 6.06

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,193 18,898

受取手形及び売掛金 17,213 21,547

製品 4,268 4,470

原材料及び貯蔵品 348 443

部分品 1,849 2,209

仕掛品 3,316 3,185

その他 6,464 7,013

貸倒引当金 △13 △16

流動資産合計 58,640 57,750

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 20,285 24,391

その他（純額） 23,153 27,691

有形固定資産合計 43,439 52,083

無形固定資産 735 790

投資その他の資産 8,355 9,465

固定資産合計 52,530 62,339

資産合計 111,170 120,090

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,497 12,707

電子記録債務 1,216 3,087

1年内返済予定の長期借入金 2,114 2,132

未払法人税等 1,524 1,369

賞与引当金 906 1,117

役員賞与引当金 72 82

その他 7,257 6,536

流動負債合計 24,590 27,034

固定負債

長期借入金 21,809 20,880

退職給付引当金 1,282 1,380

その他 1,604 1,857

固定負債合計 24,696 24,119

負債合計 49,287 51,153
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,472 3,472

資本剰余金 7,000 7,004

利益剰余金 52,147 53,204

自己株式 △1,150 △1,134

株主資本合計 61,469 62,547

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,607 2,213

為替換算調整勘定 △10,720 △6,649

在外子会社の年金債務調整額 △436 △479

その他の包括利益累計額合計 △9,549 △4,916

新株予約権 169 148

少数株主持分 9,794 11,157

純資産合計 61,883 68,937

負債純資産合計 111,170 120,090
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 56,987 65,318

売上原価 48,761 57,352

売上総利益 8,226 7,966

販売費及び一般管理費
※ 4,322 ※ 5,302

営業利益 3,903 2,663

営業外収益

受取利息 70 66

受取配当金 48 54

為替差益 － 172

その他 66 84

営業外収益合計 185 377

営業外費用

支払利息 80 72

為替差損 505 －

子会社開業準備費用 － 96

その他 25 15

営業外費用合計 611 184

経常利益 3,476 2,856

特別利益

固定資産売却益 1 2

保険解約返戻金 5 35

特別利益合計 7 38

特別損失

固定資産廃棄損 0 56

投資有価証券評価損 343 －

その他 9 6

特別損失合計 353 63

税金等調整前四半期純利益 3,130 2,831

法人税等 1,108 1,315

少数株主損益調整前四半期純利益 2,021 1,515

少数株主利益 479 257

四半期純利益 1,542 1,258
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,021 1,515

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △537 605

為替換算調整勘定 222 5,239

在外子会社の年金債務調整額 8 △50

その他の包括利益合計 △305 5,794

四半期包括利益 1,715 7,310

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,115 5,892

少数株主に係る四半期包括利益 600 1,417
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,130 2,831

減価償却費 2,379 3,050

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 23 215

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6 9

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8 △19

受取利息及び受取配当金 △118 △120

支払利息 80 72

為替差損益（△は益） △123 33

有形固定資産売却損益（△は益） △1 △2

有形固定資産廃棄損 0 56

投資有価証券評価損益（△は益） 343 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,918 △2,645

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,731 293

仕入債務の増減額（△は減少） △677 1,812

その他 874 509

小計 3,721 6,096

利息及び配当金の受取額 118 118

利息の支払額 △71 △73

法人税等の支払額 △2,051 △1,853

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,717 4,287

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,483 △9,008

有形固定資産の売却による収入 21 40

無形固定資産の取得による支出 △198 △228

その他 △173 273

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,834 △8,922

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 5,590 －

長期借入金の返済による支出 △280 △1,019

リース債務の返済による支出 △129 △1,151

配当金の支払額 △201 △201

少数株主への配当金の支払額 △670 △415

少数株主からの払込みによる収入 163 358

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,471 △2,430

現金及び現金同等物に係る換算差額 88 770

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △557 △6,294

現金及び現金同等物の期首残高 14,864 25,193

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 14,307 ※ 18,898
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前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

現金及び預金 14,307百万円 18,898百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ― ―

現金及び現金同等物 14,307百万円 18,898百万円

【注記事項】

(会計方針の変更等)

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日)

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日)

１．税金費用の計算   税金費用については、連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を

欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　　※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

給与手当 　1,542百万円 1,811百万円

賞与引当金繰入額
320　〃

 　　　　　　　　　　　　
366  〃  

退職給付費用 69  〃  67  〃  

役員賞与引当金繰入額 40  〃  46  〃  

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月14日
取締役会

普通株式 201 10.00 平成24年３月31日 平成24年５月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月６日
取締役会

普通株式 201 10.00 平成24年９月30日 平成24年12月３日 利益剰余金

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月９日
取締役会

普通株式 201 10.00 平成25年３月31日 平成25年５月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月８日
取締役会

普通株式 302 15.00 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

　【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)　　

　 報告セグメント
合計

　 日本 米州 アジア

  売上高 　 　 　 　

 （1）外部顧客への売上高 19,696 19,120 18,170 56,987

 （2）セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5,593 202 40 5,836

計 25,290 19,322 18,211 62,824

セグメント利益 1,858 813 1,350 4,021

　
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額
の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 4,021

セグメント間取引調整額 △118

四半期連結損益計算書の営業利益 3,903

　
Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

　 報告セグメント
合計

　 日本 米州 アジア

  売上高 　 　 　 　

 （1）外部顧客への売上高 16,726 25,496 23,095 65,318

 （2）セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5,899 138 30 6,069

計 22,626 25,635 23,126 71,387

セグメント利益 2,431 186 590 3,208

　
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額
の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 3,208

セグメント間取引調整額 △545

四半期連結損益計算書の営業利益 2,663
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 76円61銭 62円48銭

  (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(百万円) 1,542 1,258

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,542 1,258

    普通株式の期中平均株式数(千株) 20,133 20,148

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 76円25銭 62円04銭

  (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(千株) 94 143

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成25年11月８日開催の取締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対
し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　

①　配当金の総額                         　 302百万円

②　１株当たりの金額       　               15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　平成25年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    藥　袋　政　彦    印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    本　多　茂　幸    印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年11月13日

株式会社ヨロズ

取締役会  御中

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ヨロズの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヨロズ及び連結子会社の平成25年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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